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2017年度基本要求最終交渉
行政補助員、過去に勤務した所属も応募可能に！労働時間は労使で情報を共有し協議
児童虐待対策で人員増、調整額の政策転換で福祉施設に一定の人員確保！非常勤に残業手当
自治労県職労は1月27日、2017年度基本要求について最終交渉を行いました。（詳細は裏面参照）

今期交渉の回答を足がかりに、残された継続課題を春闘につなげ、運動や交渉を強化していきます。
＜今期交渉の到達点＞

過重労働の撲滅等
・自治労県職労が以前から提案していた、パソコンのログイン、ログオフの在庁時間情報が活用されることになった。

・所属任せではなく、組織的な労働時間管理が行われることを確認。

・内部調整業務（予算・人事・議会）と調査の見直しが行われることになった。

・定数管理とは別の人員増も検討される。

・局長会議において、総労働時間短縮の取組みの成果や課題の共有化が図られる。

・組合への情報提供と話し合いを行うことを確認。
・時間外勤務手当・旅費の追加内示が行われた。
適正な人員配置

・児童虐待に対応する体制強化、人員増が実現。

・調整額の特殊勤務手当化による政策転換で、福祉施設の夜勤体制について検討が行われる。

・職業訓練指導員の採用時の要件緩和については、局で研究していくことを確認。

労働安全衛生の課題

・法令に従い、安全衛生委員会を月1回以上開催すること、50人未満の職場において安全または衛生に関する事項について、関係職員の意見を聴く機会を設けるよう促す通知が、今年度所属長あてに発出された。

・メンタル不全の早期発見・早期ケア対策として、精神科医による出先（合同庁舎）での出張相談が開始された。

非常勤職員の処遇改善

・行政補助員については、同一所属は3年までしか勤務できないが、過去に勤務していた所属への応募が可能となり、現行制度が改善される。

・非常勤の私傷病のための療養休暇について、無給10日のうち2日が有給休暇となる。2017年4月1日適用。

・非常勤職員の時間外勤務について、2017年度も今年度と同様に文書で徹底することを確認。

ノーマライゼーションの推進

・グループウェアのバージョンアップに伴い、音声読み上げソフトに対応できることになった。
福利厚生に関する回答交渉を実施

自治労県職労基本要求最終交渉に先立ち、1月26日、福利厚生面の要求前進をめざし、職員厚生課と福利厚生回答交渉を行いました。

主な課題は、①職場環境の改善、②労働安全衛生の確立、③メンタルヘルス対策の強化、④福利厚生事業の充実です。

自治労県職労は、以前から職員健康管理センターに産業医を責任者とする専門家チームを設け、組合との協議を含めて、総合的なメンタルヘルス対策の確立を行うよう求めています。

職場におけるメンタル不全の問題は、年々深刻化しています。総合的なメンタルヘルス対策を推進していくために、引き続き産業医の専任化を強く求めていきます。
	項　目
	自治労県職労の主張
	労務担当局長の回答要旨（ゴシックは前進回答）

	過重労働・
不払い残業の撲滅
	・「スマート県庁大作戦」で提唱している「残業ゼロ」に向けて、具体的な方
策を明らかに。当面、過労死水準である月80時間以上の時間外勤務を解消するための年次計画を策定すること。
・厚生労働省通知に基づく「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべ
き措置」について、実効性のある施策を実施すること。
・グループウェアを活用して把握した在庁時間のデータを基に、実効ある時
間外勤務縮減策を労使で協議すること。
・内部管理事務（人事制度、経理処理、予算等）を抜本的に是正すべき。
・時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。
	・3つの基本取組みの徹底を図る。①21時以降の残業禁止、②ノー残業デーの遵守、③残業の事前命令
職員まかせにしない。職員を孤立させない。朝夕のミーティングを行い、協力しあう体制づくり。
・組織的な時間管理を行う。パソコンのログイン、ログオフの在庁時間情報も活用し、業務分担に偏りがないよう、協力体制の構築や業務分担の見直しを行う。
・内部調整業務（予算・人事・議会）、調査の見直しを行う。ヒアリングは17時まで。急ぎの照会は前日の午前中に依頼する。定数管理とは別の人員増も検討。
・各局、各所属における時短に向けた取組みを発信する。時間外短縮に向け、PDCAサイクルを着実に回す。2月、3月に課題別局長会議を行い、取組みの成果や課題の共有化を図る。月80時間超残業を解消する。
・組合に対し情報提供を行い、話し合っていく。
・必要な時間外手当・旅費は確保されるべき。各局に対し1月に追加内示を行った。

	適正な人員配置
	・常態的な超勤職場には、適正な人員配置を。欠員は正規職員をもって早急に解消を。
・職業訓練指導員の欠員補充、応募資格の見直しを求める。
・児童相談所等の福祉職の大幅増員。
・県税事務所や保健福祉事務所は再編統合に伴い、業務量が増加している。業務に支障が生じないよう必要な人員配置を求める。特に、副所長と管理課長が兼務している所属は、兼務を解消すること。
・本庁庁舎の改築・新築にあたり関連業務が増加している、庁舎管理課や施設整備課の増員を行うこと。
	・県民生活に関わる喫緊の課題について、的確にスピード感をもって対応する必要がある。組織・人事改革戦略に基づき、職員・組織・仕事の質を向上させ、行政組織の総合力を高める「質的向上」に着目した改革を推進していく。限られた人材で施策を進めていく。
・職業訓練指導員の採用時の要件緩和については、局で研究していくと聞いている。
・津久井やまゆり園の事件を踏まえ、また調整額の政策転換として、福祉施設の夜勤体制について検討。
＜来年度の配分定数について＞
・増要素：オリンピック、パラリンピック、ラグビーワールドカップの推進。児童虐待に対応する体制強化、ともに生きる社会を実現するための体制強化。
・減要素：産業技術センターの独法化。茅ヶ崎市の保健所政令市移行に伴う保健福祉事務所の廃止。

	メンタルヘルス対策、労働安全衛生の確立
	・職員健康管理センターの産業医を専任化し、産業医を責任者とする専門家チームによるメンタルヘルスの総合的体制の確立を求める。
・現職死亡やメンタルヘルス不全、公務災害が発生した所属については、職場の問題点の洗い出しを行い、早急に対策を講じること。
	・安全衛生委員会を法定どおり開催するよう通知を発出。委員会充実に向けて努力。
・今後とも関係法令を遵守し、安全で衛生的な職場環境の整備を行う。
・月80時間を超える時間外勤務をした職員全員を対象とした産業医の面接を実施。
・メンタル不全の早期発見・早期ケア対策として精神科医が出先で出張相談を開始した。
・今後もプライバシーに配慮し、必要なメンタルヘルス対策を講じる。

	行政システム改革
	・津久井やまゆり園での事件を踏まえ、指定管理者制度の全般的な検証を。
・公益財団法人神奈川科学アカデミー（ＫＡＳＴ）の地方独立行政法人への「統合」にあたっては、設置者として県が責任を持って、当該職員の雇用、労働条件等を保障すること。
・産業技術センターの地方独立行政法人設立にあたって、設立者である県当局は、独立行政法人理事者に対して、これまで神奈川県当局と自治労神奈川県職労が積み上げてきたよき労使慣行を継承させること。
	・行革を進めるにあたっては、職員の理解や協力は欠かせない。質的向上に着目して価値あるサービスをめざす。
・職員の勤務条件に係る問題については、責任を持って対処する。
・指定管理者制度導入から10年が経過。事故や不祥事については県への報告を求めているが、安全管理の妨げとなる犯罪予告や不審者等についても報告するよう周知を行った。
・産業技術センターとＫＡＳＴは2017年4月に統合し、独立行政法人となるが、今後の課題については、新法人とよく議論してもらえればと思う。

	再任用・臨任・非常勤等の課題
	・非常勤職員の療養休暇の有給化を早期に行うこと。
・行政補助員の雇用を脅かし、業務的にも混乱と非効率を招く現行制度を抜本的に見直すべき。
	・非常勤職員の療養休暇について、10日のうち2日を有給休暇とする。2017年4月1日適用。
・非常勤職員が時間外勤務をした場合の残業手当について、2017年度当初に文書を出し徹底を図る。
・行政補助員について、同一所属は3年までしか勤務できないが、過去に勤務していた所属への応募は可能とする。

	ノーマライゼーションの推進
・個々の職員の状況は意向申告時に把握していく。
	・障害者権利条約が批准されたこと、障害者差別解消法が施行されたことを
踏まえて、早急に人事・給与制度や職場環境の改善を。
・加齢等による障害の進行等により、当事者が「合理的配慮」を求めた場合
には、法の精神に従い誠実に対応すること。
	・グループウェアのバージョンアップに伴い、音声読み上げソフトに対応できるようにした。
・加齢に伴う障害の重度化等によるさまざまな課題については、以前開催した当事者と人事当局との意見交換会で出された意見も参考にしつつ、意向申告や面接で聴取した個別事情に配慮しながら対応していく。


スト批准投票を成功させよう！

投票期間：２月１日（水）～７日（火）

最終集約：２月１４日（火）１７時
心豊かに！
みんな大切にする社会を！
2.19集会

日時：２月１９日（日）１３時１５分～

場所：日比谷公園大音楽堂

内容：貧困・格差問題
















































2017年度基本要求交渉結果








心豊かに！みんな大切にする社会を！2.19集会


日時：２月１９日（日）１３時１５分～


場所：日比谷公園大音楽堂


内容：貧困・格差問題











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































